
                                                                                                  

  

令和６年度 

評価 評価及び見直しの総括 

A 

今年度平均サンプル数 141.6 件。他機関全国調査等を参考とし

た経営指導員による総括を付加し、情報の付加価値向上を図っ

ている。次年度も継続実施する上で、好転事例の深堀の追記な

どより効果的な活用も行う。 

A 

事業実施は計画通り実施したが、調査公表に対しての出展希望

の相談は０件であった。次年度は魅力的な調査施設の選考を行

うと共に、より個社支援を意識した調査を行うこととする。 

B 

小規模事業者の取組みやすい補助金の公募減の影響を受け、経営

分析支援数が目標件数を下回った。啓発活動は目標件数を確保し

ているものの、支援者確保に繋がっておらず、次年度はこれまで

の啓発活動に加え、取組メリットの可視化なども実施し、中長期

的な視点で本事業に取組む事業者の確保を目指す。 

C 

上項の経営分析者数の減少に伴い、経営計画策定支援件数も減少

し目標件数は未達となった。 

次年度は、補助金の有無に左右されない中長期的な経営戦略の

構築を目的とした経営計画策定の啓発活動を併せて行うことで

策定支援計画数の達成を行う。 

B 

上項、事業計画数の減少の影響もあり、フォローアップ回数未達

となった。また、売上 10％増加者及び利益率 10％増加者につい

ても目標値未達であった。販路開拓など取組んだ支援の効果は見

られたが、全体収支として、物価高騰の悪影響を挽回できなかっ

た。しかし、売上・利益率において、10％未満も含めた純増事業

者数は目標件数の 80％を超えており、事業評価委員会においてＢ

評価とされた。次年度は、経営分析・事業計画策定と一体的に本

事業を実施し、売上・利益率増加者の確保に寄与させる。 

B 

プレスリリース作成支援は、HP や会報誌・LINE、窓口で募集を行

ったが、希望者数は目標件数を下回った。IT導入活用支援につい

ては、簡易的なソフトの導入者が多く、今後もより効率化を図る

ために生産性の高い IT 導入を目的として継続的な支援を行う。

売上増加者は全般的に目標未達であったが、取組事業者数の達成

状況を考慮し、事業評価委員会においてＢ評価とされた。 

次年度は、本事業を経営計画策定事業に取り入れるなど一時的

に留まらない伴走的な支援を行う。 

A 

令和6年度事業に係る経営発達支援事業評価委員会はR7.4.23開

催。ワーキング委員会はオンライン会議サービスを活用し 4回開

催。経営指導員等のカンファレンスも引き続き実施している。 

次年度も経営指導員等カンファレンスを継続し、ワーキング委

員会事業評価委員会での提言を参考に、第３期経営発達計画の

策定に取組む。 

A 

法定経営指導員等上席指導員のＯＪＴ、外部専門家による支援能

力向上研修を実施し、支援能力・職員の資質向上に努めた。 

次年度も継続して積極的な研修参加・ＯＪＴ・専門家による研

修等を実施し、職員の資質向上をはかる。 

A 

他の支援機関や金融機関と積極的に連携をはかり、小規模事業者

の多様な経営課題に対処した。広島市産業振興センターとの連携

が未実施であったものの、他の支援期間との連携回数を考慮し、

事業評価委員会では A 評価とした。 

次年度も引き続き積極的な連携、情報交換に努める。 


